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令和 7 年 8 月 22 日 

各  位 

 

会 社 名 シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社 

（管理会社コード 16714） 

代表者名 代表取締役社長 水嶋 浩雅 

問合せ先 ビジネスサポート本部 木村 幸恵 

（TEL:03－6843－1413） 

 

 

ＥＴＦの約款変更に関するお知らせ 

 

当社は、下記のＥＴＦについて、投資信託約款の変更を行うことを決定いたしましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

   ○ＥＴＦ名称 

2080_PBR１倍割れ解消推進ＥＴＦ  

2081_政策保有解消推進ＥＴＦ 

2082_投資家経営者一心同体ＥＴＦ 

394A_業界改革厳選ＥＴＦテレビ業界 

395A_業界改革厳選ＥＴＦ地銀 

396A_業界改革厳選ＥＴＦ ＲＥＩＴイベント・ドリブン 

 

   ○変更内容およびその理由 

変更の内容 

 主に「受益権の申込単位および価額」および「信託の一部解約」の変更を行い

ます。 

 

PBR１倍割れ解消推進ＥＴＦ、政策保有解消推進ＥＴＦ、投資家経営者一心同

体ＥＴＦにおいては、取得申込・一部解約請求の受付時限及び最低口数に関する

変更を行います。 

 

業界改革厳選ＥＴＦテレビ業界、業界改革厳選ＥＴＦ地銀、業界改革厳選ＥＴ

Ｆ ＲＥＩＴイベント・ドリブンにおいては、取得申込・一部解約請求の最低口

数に関する変更を行います。 
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理由 

受付時限の変更について： 

取得申込または一部解約請求に係る受付時限を可能な限り後ろ倒しにして欲し

いという指定参加者やマーケットメイカーからの要望を勘案し、当該受付時限に

係る規定の変更を行います。 

 

取得申込・一部解約請求の最低口数の変更について： 

従来の「2 万口以上 1 万口単位」では、各銘柄の売買代金に対して単位が大きく、

マーケットメイカーの ETF 保有コストが増加していました。単位を小さくするこ

とでマーケットメイカーが柔軟なポジション解消を行うことが可能となり、市場

流動性の向上が期待されるため変更を行います。 

 

   ○投資信託約款の変更と書面決議の手続きについて 

    重大な投資信託約款の変更に該当しないため、書面による決議は行いません。 

 

○変更の日程について 

 届出日 ：令和 7年 9月 12 日 

 実施日 ：令和 7年 9月 29 日 

 

以上 
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別紙 

ＰＢＲ１倍割れ解消推進ＥＴＦ 
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます。 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後3時30分までに取得申込みをした取得申込

者に対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託

者が別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者

の指定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定

める単位をもって取得の申込を受付けることができる

ものとします。なお、午後 3 時 30 分以降の取得申込に

ついては翌営業日の取得申込として受付けることがで

きます。 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし
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ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 1,000 円とします。 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 4 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 5 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、委託者に対し、

一部解約の実行の請求日（以下「解約申込日」といい

ます。）の午後 5 時までに、最低口数（500 口）以上か

つ委託者が別に定める解約請求上限口数の範囲内の口

数で、委託者の指定する販売会社がそれぞれ委託者の

承認を得て定める単位をもって委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万

口のいずれか大きい口数とします。 

 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤ 前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 1,000 円とします。 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 4

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 5

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 3 時 30 分までに、委託者に一部解約

の実行を請求することができます。なお、午後 3 時 30

分以降の一部解約の実行の請求については翌営業日の

請求として受付けることができます。なお、解約請求

上限口数は、解約請求受付日の総口数残高の 3 分の 1

または 100 万口のいずれか大きい口数とします。 

 

 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤ 前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 
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政策保有解消推進ＥＴＦ 
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます。 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後3時30分までに取得申込みをした取得申込

者に対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託

者が別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者

の指定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定

める単位をもって取得の申込を受付けることができる

ものとします。なお、午後 3 時 30 分以降の取得申込に

ついては翌営業日の取得申込として受付けることがで

きます。 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし
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ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 1,000 円とします。 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、委託者に対し、

一部解約の実行の請求日（以下「解約申込日」といい

ます。）の午後 5 時までに、最低口数（500 口）以上か

つ委託者が別に定める解約請求上限口数の範囲内の口

数で、委託者の指定する販売会社がそれぞれ委託者の

承認を得て定める単位をもって委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万

口のいずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 1,000 円とします。 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 4

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 5

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 3 時 30 分までに、委託者に一部解約

の実行を請求することができます。なお、午後 3 時 30

分以降の一部解約の実行の請求については翌営業日の

請求として受付けることができます。なお、解約請求

上限口数は、解約請求受付日の総口数残高の 3 分の 1

または 100 万口のいずれか大きい口数とします。 

 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 
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投資家経営者一心同体ＥＴＦ 
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます。 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後3時30分までに取得申込みをした取得申込

者に対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託

者が別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者

の指定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定

める単位をもって取得の申込を受付けることができる

ものとします。なお、午後 3 時 30 分以降の取得申込に

ついては翌営業日の取得申込として受付けることがで

きます。 

 

② ＜略＞ 

 

③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社

に、取得申込と同時に、またはあらかじめ、自己のた

めに開設されたこの信託の受益権の振替を行うための

振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われ

ます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得

申込の代金（第 4 項の受益権の価額に当該取得申込み

の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換

えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の

記載または記録を行うことができます。また、第 6 条

ただし書きに掲げる業務方法書に定めるところによ

り、取得申込みを受付けた販売会社が、当該取得申込

みの受付によって生じる金銭の委託者への支払いの債

務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機関

が負担する場合には、振替機関等における当該清算機

関の名義の口座に口数の増加の記載または記録が行わ

れ、取得申込者が自己のために開設されたこの信託の

受益権の振替を行うための振替機関等の口座における

口数の増加の記載または記録は、当該清算機関と販売

会社（販売会社による清算機関への債務の負担の申込

みにおいて、当該販売会社の委託を受けて金融商品取

引法第2条第27項に定める有価証券等清算取次ぎが行

われる場合には、当該有価証券等清算取次ぎを行う金

融商品取引業者または登録金融機関を含みます。）との

間で振替機関等を介して行われます 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし



  

 8

ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 1,000 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、委託者に対し、

一部解約の実行の請求日（以下「解約申込日」といい

ます。）の午後 5 時までに、最低口数（500 口）以上か

つ委託者が別に定める解約請求上限口数の範囲内の口

数で、委託者の指定する販売会社がそれぞれ委託者の

承認を得て定める単位をもって委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万

口のいずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 1,000 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 4

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 5

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 3 時 30 分までに、委託者に一部解約

の実行を請求することができます。なお、午後 3 時 30

分以降の一部解約の実行の請求については翌営業日の

請求として受付けることができます。なお、解約請求

上限口数は、解約請求受付日の総口数残高の 3 分の 1

または 100 万口のいずれか大きい口数とします。 

 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 
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 業界改革厳選ＥＴＦテレビ業界  
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（500

口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数の

範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれぞ

れ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則とし

て毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実行

を請求することができます。なお、午後 5 時以降の一

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の
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部解約の実行の請求については翌営業日の請求として

受付けることができます。なお、解約請求上限口数は、

解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万口の

いずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約請求受付日の総口数残高の3分の 1または100

万口のいずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 

 

 

業界改革厳選ＥＴＦ地銀 
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

 

 

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 
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（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（500

口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数の

範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれぞ

れ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則とし

て毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実行

を請求することができます。なお、午後 5 時以降の一

部解約の実行の請求については翌営業日の請求として

受付けることができます。なお、解約請求上限口数は、

解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万口の

いずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞  

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

（一部解約金の支払い） 

第 39 条 一部解約金は、第 42 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 42 条第 3

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 42 条第 4

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 42 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約請求受付日の総口数残高の3分の 1または100

万口のいずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 

 

 

業界改革厳選ＥＴＦ ＲＥＩＴイベント・ドリブン 
 

投資信託約款の変更案 

 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申

（受益権の申込単位および価額） 

第 12 条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定す

る金融商品取引法第 28 条第１項に規定する第一種金

融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）は、第

7 条第 1 項の規定により分割される受益権を、取得申
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込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（500 口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込日の翌営業日

の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自に定

める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消

費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を徴することができるものとします。

ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる価

額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 37 条 一部解約金は、第 40 条第 1 項に規定する解

約申込日から起算して、原則として、5 営業日目から

受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに掲げ

る業務方法書に定めるところにより、第 40 条第 3 項に

掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡しの

債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清算機

関が負担する場合には、受託者は、第 40 条第 4 項に掲

げる手続きにかかわらず、受益者に支払うためにその

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。。 

 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 40 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（500

口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数の

範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれぞ

れ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則とし

て毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実行

を請求することができます。なお、午後 5 時以降の一

部解約の実行の請求については翌営業日の請求として

受付けることができます。なお、解約請求上限口数は、

解約申込日の総口数残高の 3 分の 1 または 100 万口の

いずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する解約

申込日の翌営業日の基準価額とします。また、販売会

社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率を乗

じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に相当

する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 

 

込日の午後 5 時までに取得申込みをした取得申込者に

対し、最低取得申込口数（2 万口）以上かつ委託者が

別に定める申込上限口数の範囲内の口数で委託者の指

定する販売会社がそれぞれ委託者の承認を得て定める

単位をもって取得の申込を受付けることができるもの

とします。なお、午後 5 時以降の取得申込については

翌営業日の取得申込として受付けることができます。 

 

②～③ ＜略＞ 

 

④ 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額とし、その基準価額に販売会社が独自

に定める率を乗じて得た手数料および当該手数料に係

る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といい

ます。）に相当する金額を徴することができるものとし

ます。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にか

かる価額は、1 口につき 500 円とします。 

 

⑤ ＜略＞ 

 

（一部解約金の支払い） 

第 37 条 一部解約金は、第 40 条第 1 項に規定する一

部解約請求日から起算して、原則として、5 営業日目

から受益者に支払います。なお、第 6 条ただし書きに

掲げる業務方法書に定めるところにより、第 40 条第 3

項に掲げる販売会社が、振替受益権の委託者への受渡

しの債務の負担を清算機関に申し込み、これを当該清

算機関が負担する場合には、受託者は、第 40 条第 4

項に掲げる手続きにかかわらず、受益者に支払うため

にその全額を委託者の指定する預金口座等に払い込み

ます。 

 

② ＜略＞ 

 

（信託の一部解約） 

第 40 条 受益者は、販売会社の営業日に、販売会社を

通じて、自己に帰属する受益権につき、最低口数（2

万口）以上かつ委託者が別に定める解約請求上限口数

の範囲内の口数で、委託者の指定する販売会社がそれ

ぞれ委託者の承認を得て定める単位をもって、原則と

して毎営業日午後 5 時までに、委託者に一部解約の実

行を請求することができます。なお、午後 5 時以降の

一部解約の実行の請求については翌営業日の請求とし

て受付けることができます。なお、解約請求上限口数

は、解約請求受付日の総口数残高の3分の 1または100

万口のいずれか大きい口数とします。 

 

②～④ ＜略＞ 

 

⑤  前項の一部解約の価額は、第 1 項に規定する一部

解約請求日の翌営業日の基準価額とします。また、販

売会社は、その基準価額に販売会社が独自に定める率

を乗じて得た手数料および当該手数料に係る消費税に

相当する金額を徴することができるものとします。 

 

⑥～⑧ ＜略＞ 
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⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に解約申込日の翌営業日の基準価額を乗じて

得た金額と元本に相当する金額との差額を、解約差金

として処理します。 

⑨ 一部解約時の計理処理として、一部解約に係る受

益権口数に一部解約請求の受付日の翌営業日の基準価

額を乗じて得た金額と元本に相当する金額との差額

を、解約差金として処理します。 

 


